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垂直的産業における企業立地*

倉　田　　　洋†

概　要

　本稿は部品－組立てという垂直的生産構造を持つ産業において，各企業の選択により
決まる立地とその経済厚生に与える効果を明らかにするものである。最終財の生産を行
う企業が外国に存在しており，中間財の生産を行う費用格差のある２企業が自国か外国
のどちらかに立地を行うような状況を想定し，どのような立地パターンが均衡となるか，
各立地パターンによってもたらされる経済厚生がどのような大小関係を持つかについて
検討した。企業立地については，立地に関わる固定費用の水準によって，異なる均衡立
地パターンが得られた。特に，立地に関わる固定費用の水準が高ければ，両社が自国に
立地し輸出を行うことが均衡となり，固定費用の水準が低ければ，両社が外国に直接投
資を行うことが均衡となる。固定費用と貿易費用の水準が中間の場合には，費用が低い
企業が直接投資を行うことが均衡となるが，企業間の費用格差が小さい場合は，費用が
高い企業が直接投資を行うことも均衡となる可能性がある。経済厚生についても，企業
立地の場合と同様，立地に関わる固定費用の水準により，どの立地パターンの経済厚生
が大きくなるかが異なることが示された。

１　はじめに

　近年，企業が生産・販売を行う場所は劇的に変化している。かつて，関税・輸送費用を含めた
貿易費用が高かった時代には，企業は本社がある国でのみ生産・販売を行っていた。その後，貿
易費用が低下するに従い，企業は自国で生産し，外国で販売を行う輸出を通じた海外進出を行う
ようになった。1）ここ30年くらいの間，GATT/WTOによる貿易交渉，空輸・海上輸送技術の進
歩により貿易費用は大きく低下している。また，減税，補助金，生産・輸出特区の創設などの政
府による誘致政策や，GATT/WTOや経済連携協定による投資自由化・規制緩和がすすめられた
結果，直接投資の形で生産拠点を海外に持ち，販売を行う多国籍企業も増加した。2016年に実施
された経済産業省の「第46回海外活動基本調査」によると，2015年度の日本の製造業における海

＊　本稿は，公益財団法人 全国銀行協会学術振興財団の助成を得て刊行された。
†　東北学院大学経済学部; E-mail: hkurata@mail.tohoku-gakuin.ac.jp
１） 　Jacks, et al（2008）はグラビティ・モデルを用いて，1870-2000年の期間において，貿易費用の低下が

貿易をどのくらい増加させたかについて計測しており，第1次世界大戦前の貿易の増加の55％，第2次世
界大戦後の貿易の増加の33％が貿易費用の低下により説明されるという結果を得ている。
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外生産比率は，国内全法人ベースで25.3%,海外進出企業ベースで38.9%と過去最高を記録している。
　とりわけ，部品－組立ての垂直的な生産構造を持つ産業（以下，垂直的産業）においては，最
終財企業の参入・立地が中間財産業の発達をもたらす後方連関効果（Backward linkage）や中
間財企業の参入・立地が最終財産業の拡大をもたらす前方連関効果（Forward linkage）の結果
として，企業の集積（Agglomeration）が起こったり，生産工程の一部を生産費用の安い外国で
生産するフラグメンテーション（Fragmentation）が見られる。企業の立地選択は，産業の性質，
企業の性質，立地する国・地域の選択などによって影響を受ける。近年は，外国に立地していた
企業が国内に立地を移す国内回帰（Reshoring）の動きが，特に輸送用機械や電気機械などの分
野で見られている。2）

　本稿の焦点は，このような垂直的産業における企業立地である。企業立地については，経済地
理学・空間経済学の分野で多くの研究が行われており（たとえば，Fujita, et al, 1999, Baldwin, 
et al. 2003），国際貿易の分野でも盛んに研究が行われている（たとえば，Venables, 1996, 
Markusen and Venables, 2000）。多くのモデルは，Dixit and Stiglitz（1987）型の独占的競争を
想定し，規模の経済が働くような状況を考え，貿易費用が低下することによる変化，たとえば賃
金率の変化による労働移動を考える。（Krugman, 1991; Kurata, et al, 2015）また，Baldwin and 
Venables（2013）では，部品を集めて組み立てるか，工程を加えて最終的な製品にするかとい
う生産工程の違いに注目して，立地の変化を描写している。
　しかしながら，特に産業内の企業数が少ない寡占の状況では，各企業の選択は互いに影響を及
ぼしあうと考えられる。現実的に寡占の産業はよく見られるため，企業立地が企業の戦略的行動
の結果として得られているような産業は少なくないと考えられる。多くの先行研究で考えられて
いる独占的競争モデルでは，製品差別化や財の多様性に対する選好がモデルに含められているが，
このモデルでは企業間の戦略的要素は捨象されている。
　そこで本稿では，企業の立地の戦略的決定に焦点を当てるため，寡占モデルにおける立地選択
を考える。類似のモチベーションを持っている先行研究として，Lin and Saggi（2011）がある。
彼らは，途上国の中間財産業，最終財産業に先進国の企業各１社が現地企業のいる外国市場に参
入するような状況を考えており，中間財企業と最終財企業の立地が戦略的に決定される。彼らの
モデルでは中間財企業・最終財企業間の戦略的行動に焦点が当てられているが，産業内における
企業間の戦略的行動は描写されていない。企業が決めるのは途上国市場へ参入するか否かであり，
参入しない場合は生産を行わない。したがって，彼らの研究で扱われているのは，立地というよ
りはむしろ参入である。3）

２） 　たとえば，商工中金「製造業の国内回帰」（https://www.shokochukin.co.jp），みずほ総合研究所「み
ずほインサイト 製造業の国内回帰シリーズ」（https://www.mizuho-ri.co.jp）などで詳しくまとめられて
いる。

３） 　Lin and Saggi（2011）でこのような設定がとられているのは，中間財企業，最終財企業の両方が市場
に参入しない協調の失敗（Coordination failure）が起こりうるかということに一つの焦点が当たってい
るためである。
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　そこで本稿では，垂直的産業において，同一産業内の寡占企業が立地選択を行うようなモデル
を考える。モデル化にあたっては，国際寡占のもとでの輸出・直接投資の選択に関する先行研究
（たとえば， Horstmann and Makusen, 1992）を参考にした。本稿では，中間財産業における企
業の立地選択に焦点を当てる。そのため，最終財産業における企業の立地や企業数が変わらない
ような状況を想定している。中間財を生産する企業には費用格差があるものとし，自国に立地す
る場合は，最終財を生産する企業が立地している外国市場に供給するための貿易費用を負担する
必要があり，外国に立地する場合は，貿易費用はかからないが，立地に関する固定費用が掛かる
ような状況を考える。このような状況で，中間財企業がどちらの国に立地するか，また，どの立
地パターンの経済厚生が大きいかについて検討を行う。
　分析の結果，企業立地については，立地に関わる固定費用の水準によって，異なる均衡立地パ
ターンが得られることが明らかになった。特に，立地に関わる固定費用の水準が高ければ両社が
自国に立地し輸出を行い，低ければ両社が外国に直接投資を行うことが均衡となる。固定費用と
貿易費用の水準が中間の場合には，費用が低い企業が直接投資を行うことが均衡となるが，企業
間の費用格差が小さい場合，同時に，費用が高い企業が直接投資を行うことも均衡となりうる可
能性がある。これらは，同一産業内の企業間の戦略的状況を垂直的産業のモデルに導入すること
から導かれた結果である。経済厚生についても，企業立地の場合と同様，立地に関わる固定費用
の水準により，各立地パターンの経済厚生の大小関係が変わることが示された。
　本稿の構成は以下のようになる。第２節でモデルを提示し，第３節で中間財を生産する企業が
どのような立地を選択するかを明らかにする。得られた立地パターンについて，第４節で経済厚
生の大小関係について検討する。最後に，第５節で結論を述べる。

２　モデル

　自国（Home：H 国）と外国（Foreign：F 国）の２国があり，垂直的生産構造を持つ中間財
産業と最終財産業が１つずつ存在するような状況を考える。中間財産業には２つ，最終財産業に
は１つの企業が存在しており，中間財企業の本社はすべてH 国にあるものとする。中間財の生
産を行う企業（以下，中間財企業）を企業１，２と呼ぶことにする。F 国には中間財企業は存在
していないものとする。4）一方，最終財の生産を行う企業（以下，最終財企業）は F 国に存在し
ているものとする。ここでは，最終財企業は１社のみを考える。
企業１，２は H 国，F 国のどちらかに立地し，生産を行うものとする。5）本社は H 国に存在し

４） 　本稿では，立地選択する企業間の戦略的行動に焦点を当てるため，Lin and Saggi（2011）で考えられ
ているような中間財産業，最終財産業の現地企業数の違いおよび技術的スピルオーバーについてはモデ
ルに組み込んでいない。これらの点を考慮すると，分析結果ヘの影響が生じる可能性がある。詳しくは5．
で述べる。

５） 　この仮定は，以下に登場する立地に関わる固定費用や貿易費用が極端に大きいために市場ヘの参入を
行わない可能性を排除している。
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ていることから，F 国での生産は海外直接投資に対応する。外国に立地する際，中間財企業は立
地に関わる固定費用を負担する必要がある一方，本社のある自国で生産を行うときはこのような
費用はかからないとする。6）立地に関わる固定費用を とする。また，国境を超える財の取引に
は貿易費用がかかるとする。貿易費用には，財の輸送費用，貿易の諸手続き費用や関税などが含
まれる。中間財の貿易費用を ，最終財の貿易費用をTと表す。
　１単位の最終財の生産に，１単位の中間財が必要であるとする。単純化のため，最終財企業が
中間財を最終財に変換する際の限界費用を０とする。最終財企業は生産にあたり，立地している 
F 国の中間財市場から中間財を調達するものと仮定する。7）中間財を生産する際，企業１は企業
２よりも高い技術を持っており，より低い費用で生産できると仮定する。中間財生産における企
業 の限界費用を とすると， である。
　最終財企業が直面する逆需要関数は線形であると仮定し，

（1）

で与えられるとする 。 は 国市場における最終財価格， は 国市場における最終
財総需要を表す。技術格差，地域固有の費用格差に焦点を当てるため，両国の人口や消費者の選
好には差がないとする。
　中間財市場においては，最終財企業が中間財の需要者であり，中間財企業が供給者である。最
終財市場は独占市場，中間財市場は寡占市場であり，それぞれ最終財企業，中間財企業が価格支
配力を持つ。8）中間財市場で決まる価格を と表す。
　以下では，次のような３段階ゲームを考える。第１段階で，中間財企業１，２が，H 国で生産
するか F 国で生産するか，立地を決定する。第２段階において，中間財企業１，２が中間財市場
で数量競争を行い，中間財を供給する。第３段階で，最終財企業が最終財を供給し，消費者が最
終財を購入，消費を行う。このゲームにおいては，情報が完全であると考える。均衡概念は部分
ゲーム完全均衡である。
　

６） 　自国で立地する際にも固定費用を負担するようなモデル化を行っても定性的に結果は変わらない。そ
の場合、本文中の固定費用は自国と外国の固定費用格差に対応する。

７） 　ここでは、北米や欧州における直接投資でよく見られる現地ないしは周辺地域での部品調達を想定し
ている。一般的には、各企業は、自国と外国の財の取引価格や財の調達費用等を考慮し、中間財の調達
場所を選択する。また、企業の選択は、ある一定割合の部品を使うことを義務付けるローカルコンテン
ト規制（Local content requrement）などの政策により影響を受ける可能性や、長期間財の供給を行っ
ているような状況においては、中間財企業との協調（Coordination）や共謀（Collusion）、垂直的統合
（Vertical integration）などにより、中間財の調達先が固定化される可能性がある。単純化のため、本
稿ではこのような可能性を捨象している。

８） 　すなわち、最終財企業は最終財市場において価格支配力を持っている一方、中間財市場においては価
格支配力を持たないことを仮定している。これは、 Ishikawa and Spencer（1999）など、垂直的寡占の
分析では一般的な仮定である。



5―　　― 5

垂直的産業における企業立地

３　市場均衡

　逆向き推論を用いて，このゲームの部分ゲーム完全均衡を求めよう。立地は第１段階で決定さ
れるため，第２，３段階においては，各企業の立地は外生的に扱われる。企業１，２が選択する立
地の組み合わせにより，以下の４つの立地パターンがある。括弧内左から企業１，２が立地する
国を表す。

　◦パターンⅠ：企業１，２とも H 国に立地（H，H）

　◦パターンⅡ：企業１が F 国，企業２が H 国に立地（F，H）

　◦パターンⅢ：企業２が F 国，企業１が H 国に立地（H，F）

　◦パターンⅣ：企業１，２とも F 国に立地（F，F）

以下，立地パターンを上付き文字を用いて表す。

3.1　最終財市場均衡
　まず，第３段階について考える。第３段階では，中間財価格を所与として最終財企業が利潤最
大化を行う。立地パターン のもとで，最終財企業の利潤は以下のように表される（  =Ⅰ，…，Ⅳ）。

（2）

ただし， は立地パターン における 国への供給を表す。（2）より，逆需要関数（1）のもとで
の利潤最大化の１階の条件は，

（3）

となる。（3）より，最終財市場の均衡生産量，総生産量，価格が以下のように求まる。

（4）
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（5）

最終財企業が立地していない H 国では，財の供給の際に貿易費用がかかる分，最終財企業が立
地している F 国よりも供給量が少なく，価格は高くなっている。

3.2　中間財市場均衡
　続いて，第２段階に移ろう。第２段階では，第３段階の最終財企業の行動を基に，中間財企業
１，２がもう一方の中間財企業の生産量を所与として利潤最大化を行う。
　２．で述べたように，中間財市場では，最終財企業が需要者，中間財企業１，２が供給者となる。
中間財の総需要量は，最終財企業が決める最終財の総供給量 と等しくなる。中間財の総需要
量を と表すと， であるから，（4）より，以下のような中間財の逆需要関数が得られる
（  =Ⅰ，…，Ⅳ）。

（6）

　立地パターン のもとでの中間財企業iの産出量を ，利潤を付 とすると，各立地パターンの
もとでの中間財企業の利潤は以下のようになる（  = １，２）。
　◦パターンⅠ（H，H）：

（7）

　◦パターンⅡ（F，H）：

（8）

　◦パターンⅢ（H，F）：

（9）
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　◦パターンⅣ（F，F）：

（10）

企業１，２が F 国に立地する場合，立地に関する固定費用を負担しなくてはならないが，貿易費
用を節約することができる。一方，H 国に立地する場合には，立地に関する固定費用はかから
ないが，貿易費用を支払わなくてはならない。
　（7）から（10）それぞれの式から，利潤最大化の１階条件を求め，各立地パターンのもとで
の中間財市場の均衡生産量，総生産量，価格および利潤を求める。たとえば，立地パターンⅠ：（H，
H）の場合，逆需要関数（6）のもとでの利潤最大化の１階の条件は，

（11）

（12）

となる。（11），（12）を解くことで，以下のような均衡生産量，総生産量および価格を得る。

得られた中間財価格 を（4），（5）に代入することで，

を得る。他の立地パターンにおいても同様のプロセスで均衡が得られる。補論Ａに，各立地パター
ンにおける均衡生産量，総生産量および価格をまとめておく。

3.3　企業立地
　次に，第２，３段階の情報を基に，第１段階の立地選択について考える。第１段階では，中間財
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企業が，相手の中間財企業の立地を所与として，自社の利潤が最大となるように立地を選択する。
　表１は各立地パターンにおける各企業が得られる利得の組み合わせを示す利得行列である。逆
需要関数（1）のもとでは，企業の利潤は

（13）

と表される。ただし， は立地パターン のもとで，企業 が 国に立地するときの利潤である
（  = １，２，  = H, F，  =Ⅰ，…，Ⅳ）。

　それでは，立地に関するナッシュ均衡を求める。この文脈におけるナッシュ均衡とは，相手企
業の立地を所与として，利得を最大にするような立地の組み合わせのことである。（13）と補論
Ａから，次の結果を得る。

命題１．均衡立地パターンは，参入に関わる固定費用の水準により，以下のようになる。

　（1） のとき，パターンⅠ：（H，H）。

　（2） ならば，

　 のとき，パターンⅡ：（F，H）。

表１：利得行列
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　 ならば，

　 および

　のとき，パターンⅡ：（F，H）。
　 のとき，パターンⅡ：（F，H）およびⅢ：（H，F）（複数均衡）。
　（3） とき，パターンⅣ：（F，F）。

証明．補論Ｂを見よ。

　命題１は，参入に関する固定費用の水準により，企業の立地が変化する可能性を示している。
このモデルの設定においては，最終財企業と同じ F 国に立地することで，貿易費用 をセーブす
ることができる。ただし，外国に立地する場合，立地に関わる固定費用がかかるため，固定費用
水準が十分に小さいことが必要になる。企業１の方が高い技術を持っており，生産費用が小さい
ため，費用格差が大きい場合には，企業１は企業２が直接投資を選べない固定費用の水準で直接
投資を行うことができる。一方費用格差が小さい場合には，相手企業が外国に立地するときに同
じ立地を選ばないことが均衡となる可能性がある。このような結果は垂直的産業ではない単一の
産業における立地を考えるときにも得られる。9）

　これらの関係を確認するために，以下のようなパラメーターのもとで数値計算を行っ
た：  = 10；  = 1；  =1.1；T =0。図１は，中間財の貿易費用tと立地に関する固定費用

のもと，どの立地パターンが均衡になるかを示したものである。 ,
は企業２がそれぞれ H, F を選ぶと仮定する場合の企業１の立地の境界

であり， は企業１がそれぞれ H, F を選ぶと仮定
する場合の企業２の立地の境界を表す。境界の上部（下部）は立地に関する固定費用が貿易費用
と比べて高い（低い）。固定費用が貿易費用と比べて高い場合（ より上の領域）は，パター
ンⅠ：（H，H）が均衡となり，逆に，固定費用が貿易費用と比べて低い場合（ より下
の領域）は，パターンⅣ：（F，F）が均衡となる。固定費用と貿易費用の関係が中間の場合（
と の間の領域）は， が （このケースでは  =6（1.1－1） = 0.6）より小さい場合には，
パターンⅡ：（F，H）が唯一の均衡となっている。 が より大きい場合でも，パターンⅡ：（F，
H）が唯一の均衡となる可能性が大きいが（ と の間および 

９） 　たとえば、 Kurata（2004）では、費用格差のない対称な２企業の輸出・直接投資の選択において、一
方の企業が輸出、一方の企業が直接投資という異なる選択をするような非対称な戦略の組み合わせがナッ
シュ均衡となりうることを示している。 
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の間の領域），パターンⅡ：（F，H）とパターンⅢ：（H，F）が複数均衡となる可能性も存在し
ている（ と の間の領域）。このことは，貿易費用が高い場合には，企業は生産
費用水準に関わらず直接投資を行う可能性があるが，貿易費用が低い場合には，技術水準の高い，
生産費用が低い企業のみが直接投資を行うことを意味している。

　立地パターンを決める固定費用の境界は貿易費用の関数である。
であるから，輸送費用が下がれば，H 国に立地し輸出する可能性が高まることになる。

一方，投資規制が緩和されたり，立地に関わる費用を補助するような投資に対する政策が行われ
る場合には，F 国への直接投資の可能性が高まる。
　命題１で得られた結果は，現実の企業の生産拠点の変化と対応している。GATT/WTOの貿
易交渉では，当初は関税の撤廃が焦点とされていた（石川・椋・菊地，2013）。貿易交渉の結果，
貿易費用が低下し，輸出が増加したと考えられる。一方，この約20年くらいの間に，直接投資に
対する規制緩和が進められてきた。その結果，企業の生産拠点が海外に移ることも増えている。
近年，地域貿易協定の増加や情報通信技術（ICT）の進歩などにより貿易にかかる費用はさらに
低下している。このような貿易費用のさらなる低下は，生産拠点が外国から自国に移る国内回帰
の一つの要因と考えられ，今後さらなる地域貿易協定の締結やICTの進歩は，国内回帰を促進さ
せると予想される。

４　経済厚生

　最後に，均衡立地パターンにおけるH 国の経済厚生について簡単に述べる。H 国には，中間

図１：均衡立地パターン
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財企業１，２と消費者が存在している。立地パターンlにおけるH 国の経済厚生は，以下のように
定義される。

（14）

ただし，PSH，CSHはH国の生産者余剰，消費者余剰をそれぞれ表す。
　ここでは，企業間の費用格差に比べて貿易費用が小さい， が成立するような状況に焦点
を当てる。この場合，立地パターンⅢ：（H，F）は均衡になりえないため，以下では均衡となり
うる３つの立地パターンのみを考える。補論Ａの均衡の値から，以下の関係を得る。

（15）

（16）

（17）

各立地パターンでの経済厚生の大小関係はパラメータの値によって変化する。
　経済厚生の大小関係を確認するため，３．の均衡立地パターンでの確認と同じパラメータ値の
もとで，数値計算を行った。図２は，中間財の貿易費用 と立地に関する固定費用 のもとで，最
も経済厚生が大きくなる立地パターンを示したものである。立地パターンの時と同様，固定費用
が貿易費用と比べて高いときには，パターンⅠ：（H，H）が最も経済厚生が高く，逆に，固定費
用が貿易費用と比べて低い場合は，パターンⅣ：（F，F）が最も経済厚生が高い。固定費用と貿
易費用の関係が中間の場合（ と の間）は，パターンⅡ：（F，H）が最も経済厚生が高くなっ
ている。ただし，全体的に経済厚生は高くても，全員の状況が改善するわけではないことには注
意が必要である。パターンⅡ：（F，H）では，高い技術を持っており，もともと費用が低い企業
１が，貿易費用を節約している。したがって，企業１は市場での競争において有利になる。逆に，
低い技術で高い費用に直面している企業２が不利になっている。
　このモデルにおいて，固定費用は立地を行うためのサンクコストであり，経済厚生から差し引
かれている。もし，立地に関する固定費用が国内に何らかの形で還元されるのであれば，外国に
立地する固定費の部分により経済厚生が高まる可能性がある。また，貿易費用は，取引数量を減
らし価格を上げるという，マイナスの効果をもたらしている。今後，WTO交渉や地域貿易協定，
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技術進歩などにより，貿易費用がさらに引き下がることにより，経済厚生がより高まることが予
想される。

５　おわりに

　本稿では，垂直的な生産構造をもつ産業における企業立地に焦点を当ててきた。特に，最終財
企業が外国にいる状況での中間財企業の立地選択に焦点を当て，費用水準が異なる２企業がどの
ような立地選択を行うか，そしてどの立地パターンでの経済厚生が大きくなるかについて検討し
た。
　分析の結果，立地に関わる固定費用の水準によって，異なる均衡立地パターンが得られること
が明らかとなった。特に，立地に関わる固定費用の水準が高ければ自国に立地し輸出を行い，低
ければ外国に直接投資を行うこと，固定費用と貿易費用の水準が中間の場合には，費用が低い企
業が直接投資を行うことが示された。経済厚生については，パラメータの値により大小関係が異
なるが，立地に関わる固定費用の水準が高ければ２社ともに輸出，低ければ２社ともに直接投資，
固定費用と貿易費用の水準が中間の場合には，費用が低い企業が直接投資する場合の経済厚生が
大きくなることが分かった。
　本稿では，企業間の戦略的関係が立地選択に与える影響を明らかにするために，Lin and 
Saggi（2012）が想定するような現地企業はモデルに含めなかった。現地企業の存在を加えるこ
とで，競争の程度，経済発展の度合いを描写することができるだけでなく，現地企業に対する技
術的スピルオーバーを考えることができる。スピルオーバーは競争に影響を与えるため，立地選
択に強く影響を与えるものと思われる。また，今回の分析では，複数の最終財企業や最終財企業
の立地選択についてはモデルに組み込んでいない。加えて，中間財は現地での調達を想定したが，
どこで中間財を調達するかは，最終財企業にとって，現実的に極めて重要な選択である。これら

図２：経済厚生の比較
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の要素を加えることで，より説得力のある，興味深い結果が導かれる可能性がある。モデルの精
緻化を行い，より現実的な提案をすることを今後の課題としたい。

補論Ａ：各立地パターンにおける市場均衡
　◦パターンⅠ（H，H）：

　◦パターンⅡ（F，H）：

　◦パターンⅢ（H，F）：
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　◦パターンⅣ（F，F）：

補論Ｂ：命題１の証明
　企業１の選択を考える。企業２がH国を選択すると仮定する。このとき，企業１は

ならば H 国に， ならば F 国に立地すると利潤最大となる。
すなわち，企業２が H 国を選択するもとでは，企業１は

（B1）

ならば H 国， ならば F 国への立地を望む。
　企業２が F 国を選択すると仮定する。このとき，企業１は， ならば H 
国に， ならば F 国に立地すると利潤最大となる。すなわち，企業２が F 国
を選択するもとでは，企業１は

（B2）

ならば H 国， ならば F 国への立地を望む。（B1），（B2）より，明らかに である。
　次に，企業２の選択を考える。企業１が H 国を選択すると仮定する。このとき，企業２は，

ならば H 国に， ならば F 国に立地すると利潤最大とな
る。すなわち，企業１が H 国を選択するもとでは，企業２は

（B3）

ならば H 国， ならばF国への立地を望む。
　企業１が F 国を選択すると仮定する。このとき，企業２は， ならば H 国
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に， ならば F 国に立地すると利潤最大となる。すなわち，企業１が F 国を

選択するもとでは，企業２は

（B4）

ならば H 国， ならば F 国への立地を望む。（B3），（B4）より，明らかに である。ま
た，（B1）と（B3）から である。もし，貿易費用が企業間の費用格差に比べて十分に小さい，
すなわち ならば， であり，逆に，企業間の費用格差が貿易費用に比べ
て十分に大きい，すなわち ならば， が成り立つ。
　ナッシュ均衡は，相手の戦略を所与として自社の利得を最大にする戦略の組み合わせであ
る。両社が互いに相手の戦略に対して利潤最大化となるのは， ならば， のとき
（H，H）， のとき（F，H）， のとき（F，F）； ならば のとき（H，H），

および のとき（F，H）， のとき（F，H）と（H，F）， の
とき（F，F）である。（証明終わり）
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